
  

Ｑ７ 人口推計とはどのようなものですか。

Ａ７

●人口推計とは

「人口推計」は，５年毎に行われる国勢調査による人口を基礎（基準人口）

として、出生・死亡（「人口動態統計」）、出入国（「出入国管理統計」）、

転出入（「住民基本台帳人口移動報告」）等の人口動向から各月・各年の人

口を算出するものである。

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）による将来推計人口では、人口

変動要因である出生、死亡、国際人口移動について、それぞれの要因に関す

る実績統計に基づいた人口統計学的な投影手法によって男女年齢別に仮定を

設け、将来の人口を推計している。過去の傾向に基づいて推計するため、出

生率や平均寿命、平均初婚年齢、生涯未婚率等の仮定値の設定によって推計

値は変わってくることとなり、これまでは実績値が推計値を下回っていたが、

最近は実績値が上回る傾向にある。

社人研中位推計では、出生率が 年までに概ね で推移し、その後

年までに に低下し、その後 で推移すると仮定した場合に、

年には人口が約 万人（高齢化率 ％）と現在の３分の２の規模

まで減少すると推計されている。

●今回の推計

前章で紹介した未来委員会の事務局の推計は、将来、人口減少が収束する

状態に到達するための仮定として、 年までに年齢別出生率の合計が人口

置換水準である に回復し、それ以降も同じ水準が維持された場合には、

年後の 年までに人口が１億人程度となり、 年代半ばには人口減

少が止まるであろうというシナリオが成立し得る推計として行った。

年の女性の年齢別出生率において、その合計が社人研の中位推計であ

る から に比例的に上昇するという仮定をおくと、ピークを上につ

り上げた形の曲線が描かれることになる。
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●コーホート要因法

将来人口推計の基本的な手法はコーホート要因法である。これは、年齢別

人口の加齢に伴って生ずる年々の変化をその要因（死亡、出生及び人口移動）

ごとに計算して将来の人口を求める方法である。

既に生存する人口は、加齢とともに生ずる死亡と国際人口移動を差し引い

て将来の人口を求め、新たに生まれる人口は、再生産年齢人口に生ずる出生

数とその生存数、人口移動数を順次算出し、翌年の人口に組み入れる。

基準人口、将来の出生率（及び出生性比）、将来の生残率、将来の国際人

口移動率（数）に関する仮定の設定は、各要因に関する統計指標の実績値に

基づいて、人口統計学的な投影を実施することにより行われている。将来の

出生、死亡等の推移は不確実であることから、複数の仮定を設定し、これら

に基づく複数の推計を行うことによって将来の人口推移について一定幅の

見通しを与えている。

（備考）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 年 月推計）」等をもとに作成。

＜図表 年の女性の年齢別出生率＞
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●地域別将来推計人口の推計方法

日本の地域別における将来推計人口を推計する場合には、総人口の推計と

同様にコーホート要因法により行う。総人口を推計する場合、社会増減の要

因として出入国による国際人口移動率を考慮しなければならないが、地域別

人口の場合は転出入による移動率を考慮する必要があり、地域間の移動率が

地域別の将来推計人口に大きく影響してくる。

また、全国的に各地域別の推計値を求めた場合は、推計対象とした自治体

の男女・年齢別推計人口の合計が、全国推計の男女・年齢別推計結果と一致

するように一律に補正している。

＜図表 コーホート要因法による人口推計の手順＞

（備考）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 年 月推計）」等をもとに作成。
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●具体的な地域人口の将来推計

過去のデータに基づく人口の生残率を用いて期待人口を計算し、それと実

績値を比較して差分がある場合、出生、死亡以外の人口増減要因は移動であ

るので、その差分から、純移動数、純移動率を計算することができる。生残

率と純移動率について、過去のトレンドなどを踏まえて何らかの仮定の数値

を設定すると、足元の実績値から将来に向けて推計値を計算することができ

る。

人口の推計

年
年 齢

年
年 齢

年
年 齢

年
人口

5,607,062

全国
センサス
生残率

（ ～ ）

期待人口

×

1975年
人口

純移動数 純移動率

÷

推 計
生残率

期待人口
1980年

×

推 計
移動数

×

推計人口
1980年

＋

­ ­ 0～4 ­ ­ ­ ­ ­ ­ ­ ­ ­ 458,056

­ 0～4 5～9 ­ ­ ­ 470,295 ­ ­ 0.99787 469,293 ­56,878 412,415

0～4 5～9 10～14 473,437 1.0027 474,715 417,163 ­57,552 ­0.1212 0.99893 416,717 ­26,920 389,797

5～9 10～14 15～19 386,173 1.0009 386,521 361,534 ­24,987 ­0.0646 0.99896 361,158 95,093 456,251

10～14 15～19 20～24 310,687 0.9992 310,438 392,183 81,745 0.2633 0.99831 391,520 112,562 504,082

15～19 20～24 25～29 456,861 0.992 453,206 583,521 130,315 0.2875 0.9976 582,121 ­99,135 482,986

20～24 25～29 30～34 752,573 0.9973 750,541 622,743 ­127,798 ­0.1703 0.99697 620,856 ­90,521 530,335

25～29 30～34 35～39 607,127 1.0041 609,616 520,719 ­88,897 ­0.1458 0.99584 518,553 ­48,588 469,965

30～34 35～39 40～44 505,562 0.9963 503,691 456,505 ­47,186 ­0.0937 0.99397 453,752 ­25,818 427,934

35～39 40～44 45～49 451,562 0.9953 449,440 423,856 ­25,584 ­0.0569 0.99025 419,723 ­18,510 401,213

40～44 45～49 50～54 377,151 1.0006 377,377 360,726 ­16,651 ­0.0441 0.98487 355,268 ­15,987 339,281

45～49 50～54 55～59 315,471 0.982 309,793 295,849 ­13,944 ­0.045 0.97731 289,136 ­11,883 277,253

50～54 55～59 60～64 253,776 0.9745 247,305 237,133 ­10,172 ­0.0411 0.96576 229,014 ­8,840 220,174

55～59 60～64 65～69 217,725 0.9783 213,000 204,775 ­8,225 ­0.0386 0.94252 193,005 ­4,980 188,025

60～64 65～69 70～74 173,525 0.9457 164,103 159,873 ­4,230 ­0.0258 0.89938 143,787
914 305,623

65以上 70以上 75以上 325,432 0.7595 247,166 247,915 749 0.003 0.6491 160,922

（備考）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 年 月推計）」等をもとに作成。

（備考）東京都の女性人口、総務省「国勢調査」をもとに作成した数値例。 

＜図表 地域人口推計の例＞

＜図表 地域別将来人口推計の手順＞
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